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中性子照射脆化を考慮した耐震安全性評価について 

原子炉圧力容器円筒胴の中性子照射脆化を考慮した耐震安全性評価を以下に示す。 

1．中性子照射脆化を考慮した耐震安全性評価の評価対象

耐震安全性評価の対象を，中性子照射脆化評価において原子炉圧力容器の代表としている円

筒胴（炉心領域部）と低圧注水ノズルより検討する。 

JEAC4206解説-附属書 A-3220 1．（1）c．「KIC曲線の適用性」には，円筒胴（炉心領域部）お

よびノズルコーナ部について，地震荷重による応力は軸方向応力であり非延性破壊防止評価上

支配的な応力（円周方向応力）と応力の方向が異なり，地震荷重の影響は無視できる，と規定

されている。 

ただし，JEAC4206 F-3000 には軸方向応力および円周方向応力の計算例が規定されており，

円筒（円筒胴（炉心領域部））について適用できることから，「2．円筒胴（炉心領域部）の耐震

安全性評価」において，地震荷重および仮想欠陥を想定した 4 ケースについて耐震安全性評価

を実施する。 

このことは，軸方向応力（円周方向欠陥想定）よりも円周方向応力（軸方向欠陥想定）の方

が厳しいことを確認する位置づけであるものと考えられる。 

一方，JEAC4206 FB-4100「Paris and Sihの計算に基づく解」には，ノズルコーナ部につい

て，軸方向応力に関する記載はなく，円筒胴の周方向応力を用いることが規定されていること

から，低圧注水ノズルについては評価対象外とし，円筒胴（炉心領域部）を評価対象として耐

震安全性評価を実施する。 

2．円筒胴（炉心領域部）の耐震安全性評価 

（1）円筒胴（炉心領域部）の圧力－温度制限曲線（P-T線図）の算出根拠

炉心領域の円筒胴に対して，JEAC4206 FB-4100に従い P-T線図を作成する。P-T線図は，

中性子照射脆化評価における最低使用温度の設定において，厳しい評価となった母材に対し

て作成し，その算出根拠を以下に示す。 

①材料データ

a．円筒胴（炉心領域部の材料）

（a）RTNDT初期値：-40℃

（b）運転開始後 60年時点のΔRTNDT予測値：26.4℃

b．胴体フランジ（ボルト締付荷重が作用する部分の材料） 

RTNDT初期値：-29℃ 

②寸法

a．円筒胴内径 Di：     ㎜

b．円筒胴の最小肉厚 t：  ㎜ 
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③仮想欠陥および荷重の想定

a．欠陥方向：軸方向／円周方向の 2ケース

b．荷重：地震荷重なし／ありの 2ケース

c．欠陥寸法：深さ a ＝ t/4，長さ 1 ＝1.5×t

④応力値

a．円筒胴の応力（計算においては，外面腐れ代  mmを考慮した寸法を用いる。） 

（a）円筒胴の板厚 T ＝ t－ ＝ ㎜ 

（b）円筒胴の内半径 Ri ＝ Di / 2 ＝ ㎜ 

（c）円筒胴の外半径 Ro ＝ Ri + T ＝ ㎜ 

（d）円筒胴の断面積 A ＝ π（Ro2－Ri2）＝       ×106mm2 

（e）円筒胴の断面係数 Zo ＝π/4 ×（Ro4－Ri4）/Ro ＝       ×109mm3 

b．円筒胴の最高使用圧力（Pd ＝ 8.62MPa）に対する応力 

（a）円周方向応力＝σt1m ＝ Pd × Ri / T ＝     MPa（一次膜応力） 

（b）軸方向応力＝σl1m ＝ Pd × Ri2 /（Ro2－Ri2） ＝    MPa（一次膜応力） 

（c）円周方向応力＝σt2b ＝ Pd ×（1+（Ro / Ri）2 / （（Ro / Ri）2－1）－σt1m ＝  MPa 

（二次曲げ応力）

c．円筒胴の供用状態 Aおよび B ＋ 地震荷重による応力 

（a）鉛直荷重 V ＝       kN（供用状態 Aおよび B）  kN（地震荷重 Ss） 

＝      kN 

（b）モーメント M ＝  kN･m（保守的にスカート下端での荷重を使用） 

（c）軸方向応力 σl1mS ＝ V / A + M / Zo ＝  MPa（一次膜応力） 

⑤KIT（円筒胴の板厚方向の温度勾配による応力拡大係数）

KITは，JEAC4206 附属書 F-3100（3）項より示される以下の式により求められる。 

KIT ＝ Mt*1 × ΔTW*2 ＝            ＝      MPa√m 

*1：JEAC4206 附属書図 F-3100-2で与えられる係数（円筒胴板厚 mmにて評価） 

*2：板厚方向の温度差の最大値
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図 1 円筒胴の温度分布解析結果 
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⑥円筒胴の破壊力学的手法による P-T線図の想定ケース

円筒胴に対して仮想欠陥の方向および地震荷重の有無により，以下の 4ケースを想定する。 

ケース 1：軸方向欠陥＋地震荷重なし（内圧＋熱応力のみ）

ケース 2：軸方向欠陥＋地震荷重あり（内圧＋熱応力＋地震荷重）

ケース 3：円周方向欠陥＋地震荷重なし（内圧＋熱応力のみ）

ケース 4：円周方向欠陥＋地震荷重あり（内圧＋熱応力＋地震荷重）

これらの想定したケースに，JEAC4206附属書 Aの破壊力学的手法を適用し評価する。 

以下に P-T線図の作成手順を示す。 

a．内圧による応力は，ケース 1および 2については，（1）④b.で算出した最高使用圧力に

対する円周方向応力σt1m およびσt2b を，ケース３および４についてはσl1m を，圧力値

の比率で補正して用いる。 

これに加え，ケース 4については（1）④c．の供用状態 Aおよび B＋地震荷重による軸

方向応力 σl1mSによる KIを考慮する。 

（なお，地震による応力は，（1）④c．に示すとおり軸方向応力のみであることから，

ケース 1とケース 2は同一の結果となる）

b．T-RTNDTの算出は，JEAC4206附属書 A-3222（7）式による。 

c．各内圧に対して計算された T-RTNDTから，計算上必要な T（要求温度）を計算する。 

要求温度については，（1）①のΔRTNDT予測値を考慮するとともに，JEAC4206 表 FB-4100-

1に規定される炉心が臨界の場合のマージン 22℃を加える。 

⑦最低温度要求の制限線

P-T 線図は，JEAC4206 表 FB-4100-1 に従い，「圧力・温度制限の要求」と「最低温度要求」

により設定される。このうち，最低温度要求の制限線を設定するにあたり，JEAC4206 表 FB-

4100-1 に基づく最低温度要求の結果を表 1 に示す。表 1 より供用状態 A および B の場合に

は，以下の制限線が設定される。 

a．4℃の制限線 

  供用前の水圧試験圧力の 20%以下の圧力であり，炉心が臨界の場合（BWRで通常水位内で

の運転がなされる場合）に対する制限線である。 

b．60℃の制限線 

  供用前の水圧試験圧力の 20%を超える圧力であり，炉心が臨界の場合に対する制限線で

ある。 

また，耐圧・漏えい試験の場合には，供用前の水圧試験圧力の 20％以下の圧力に対する 4℃
の制限線とともに，供用前の水圧試験圧力の 20%を超える圧力に対する 21℃の制限線が設定
される。 
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表 1 最低温度要求の結果 

供用状態 
原子炉圧力 

容器の圧力 
最低温度要求 

耐圧・漏えい試験

（未臨界） 

燃料装荷後 ≦20％ 
ﾎﾞﾙﾄ締付荷重が作用する部分の材

料の最も高い RTNDT ＋33℃ 
-29+33= 4 ℃

燃料装荷後 ＞20％ 

(ﾎﾞﾙﾄ締付荷重が作用する部分の

材料の最も高い RTNDT＋50℃)と

(ﾎﾞﾙﾄ締付荷重が作用しない部分

の材料の最も高い RTNDT）の高い方 

21 ℃(= -29 +50)

と-14 ℃の高い方 

供用状態 Aおよび B 

(耐圧・漏えい試験

を除く。) 

炉心未臨界 ≦20％ 
ﾎﾞﾙﾄ締付荷重が作用する部分の材

料の最も高い RTNDT ＋33℃ 
-29+33= 4 ℃

炉心未臨界 ＞20％ 

(ﾎﾞﾙﾄ締付荷重が作用する部分の

材料の最も高い RTNDT＋67℃)と

(ﾎﾞﾙﾄ締付荷重が作用しない部分

の材料の最も高い RTNDT）の高い方 

38 ℃(= -29 +67)

と-14 ℃の高い方 

炉心が臨界 ≦20％ 

沸騰水型原子炉圧力容器におい

て，通常水位内での運転がなされ

る場合は，(ﾎﾞﾙﾄ締付荷重が作用す

る部分の材料の最も高い RTNDT ＋

33℃)の要求を満たすこと。 

-29 +33= 4 ℃

炉心が臨界 ＞20％ 

（「耐圧・漏えい試験」に対して要

求される温度）と(ﾎﾞﾙﾄ締付荷重が

作用する部分の材料の最も高い

RTNDT＋89℃)の高い方 

9℃と 60 ℃ 

(= -29 +89)の高

い方 

（2）炉心臨界時および耐圧・漏えい試験時の P-T線図について

運転開始後 60 年時点における P-T 線図を図 2 に，耐圧・漏えい試験時の P-T 線図を図 3

に，要求温度の計算例（炉心臨界時：ケース 4）を表 2に示す。 
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図 2 原子炉圧力容器の P-T線図（運転開始後 60年時点，炉心臨界時） 

図 3 原子炉圧力容器の P-T線図（運転開始後 60年時点，耐圧・漏えい試験時） 

耐圧・漏えい試験時条件 
（38℃*2，     MPa） 

* 

*：供用前の耐圧試験圧力の 20%（（最高使用圧力 8.62MPa）×（供用前耐圧 1.25倍）×（20%）=2.155MPa） 

*1 

*1：供用前の耐圧試験圧力の 20%（（最高使用圧力 8.62MPa）×（供用前耐圧 1.25倍）×（20%）=2.155MPa）

*2：耐圧・漏えい試験時に要求される温度に余 裕を見込み設定した運用上の管理値
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表 2 運転開始後 60年時点における要求温度の計算例（炉心臨界時：ケース 4） 
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3．KⅠC下限包絡曲線と KⅠ曲線による評価 

（1）KⅠC下限包絡曲線

円筒胴（炉心領域部）の関連温度を考慮し，JEAC4206付属書 A-3222 (7)式より算出した要求

温度に，JEAC4206 表 FB-4100-1 に規定されたマージン 22℃を考慮して KⅠC下限包絡曲線をプ

ロットする。なお，耐圧・漏えい試験時の場合は，マージン 22℃は考慮不要となる。

（2）応力拡大係数 KⅠ

①KⅠ曲線（炉心臨界時）

炉心臨界時の KⅠ曲線を算出するにあたり，BWR においては起動，定格出力運転および停止

時まで飽和圧力－温度線図に従うことから，飽和圧力－温度線図で示される圧力に対して，

「2．円筒胴（炉心領域部）の耐震安全性評価(1) ⑥a．内圧による応力」と同様に応力拡大

係数を求め，KⅠ曲線をプロットする。熱応力は，温度分布解析の結果から最大温度差による

KⅠTを一律に考慮しており，島根原子力発電所２号炉の原子炉冷却材温度について，20℃以上

に維持することを定めていることから，20℃未満を運転時の温度管理範囲外とし，20℃以上

の範囲を評価している。 

②KⅠ曲線（耐圧・漏えい試験時）

耐圧・漏えい試験時においては，円筒胴（炉心領域部）の最高使用圧力を耐圧・漏えい試

験圧力（　    MPa）に置き換え，「2．円筒胴（炉心領域部）の耐震安全性評価(1) ⑥a．内

圧による応力」と同様に応力拡大係数を求め，JEAC4206-2007 により耐圧試験時の KⅠをプロ 

ットする。 

（3）耐圧・漏えい試験時と炉心臨界時の差異

JEAC4206 付属書 A-3225 に記載のとおり，炉心臨界時の場合は応力拡大係数に安全率 2 を考

慮するのに対し，耐圧・漏えい試験時の場合は安全率 1.5 となる。また，前述のとおり炉心臨

界時の応力拡大係数の算出には最大温度差による KⅠTを考慮し，要求温度にはマージン 22℃を

考慮するが，耐圧・漏えい試験時の場合は KⅠTおよびマージンは考慮不要となる。 

（1）～（3）を踏まえ算出した運転開始後 60年時点の KⅠC下限包絡曲線と KⅠ曲線または耐圧・

漏えい試験時圧力による KⅠの関係を図 4に示す。いずれも KⅠC＞KⅠを満足することを確認した。 
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図 4（1/2） 運転開始後 60年時点の円筒胴（炉心領域部）KⅠC下限包絡曲線と KⅠ曲線 

（炉心臨界時） 

*：耐圧・漏えい試験時に要求される温度に余裕を見込み設定した運用上の管理値 

図 4（2/2） 運転開始後 60年時点の円筒胴（炉心領域部）KⅠC下限包絡曲線と KⅠ評価点 

（耐圧・漏えい試験時） 
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4．評価結果 

脆性防止破壊の観点から，原子炉圧力容器の運転は，P-T線図に示す制限曲線より高温側の条

件で運転温度の管理が要求される。 

図 2に示すとおり，原子炉圧力容器の運転は飽和圧力-温度曲線に従い，また図 3に示すとお

り，耐圧・漏えい試験時の温度および圧力を制限曲線と比較した結果，中性子照射脆化に対す

る耐震性を考慮した運転制限に対し，十分な安全性が確保されていると判断する。 

また，図 4 に示すとおり，運転開始後 60 年時点の KⅠC下限包絡曲線と運転時の KⅠ曲線また

は耐圧・漏えい試験時圧力による KⅠがいずれも KⅠC＞KⅠを満足することから，原子炉圧力容器

の中性子照射脆化を考慮した耐震安全性評価の結果，問題ないことを確認した。 




